
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰支援事業（こども園給
食費支援）

①物価高が続く中で負担が増える子育て世帯に対し、こども園の給食
費に係る保護者が負担すべき経費を支援し、負担の軽減を図る。
②こども園の給食費
③賄材料費
　　こども園2・3号　669人分　48,450千円
　　こども園1号　　　18人分　　　990千円
※うち18,052千円に交付金を充当
※交付金以外の財源は、ふるさと納税を原資とした基金繰入金
④市立こども園園児（教職員は対象外）

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰支援事業（小中学校給
食費支援）

①物価高が続く中で負担が増える子育て世帯に対し、小中学校の給
食費に係る保護者が負担すべき経費を支援し、負担の軽減を図る。
②小中学校の給食費
③賄材料費
　　小学校　　1,106人分　　74,190千円
　　中学校　　　610人分　　43,627千円
※うち30,000千円に交付金を充当
※小学校については、給食費負担軽減交付金による支援額を超える
部分に対して交付金を充当
※交付金以外の財源は、ふるさと納税を原資とした基金繰入金
④市立小中学校児童生徒（教職員は対象外）

R8.4 R9.3

3
④消費下支え等を通
じた生活者支援

物価高騰支援事業（水道料金減
免支援）

①物価高が続く中で負担が増える家庭及び企業に対し、水道事業会
計及び飲料水供給事業特別会計に繰り出し、水道料金の基本料金を
4ヶ月（9～12月）分減免することで、負担の軽減を図る。
②市内給水契約者の水道料金の基本料金
③令和8年度給水契約者（11～1月検針分）
　（13,568件×月額　　924円　　　　1,637件×月額　1,144円
　　　　370件×月額　1,441円　　　　 129件×月額　5,533円
　　　　　44件×月額10,307円　　　　 　22件×月額16,159円
　　　　　　6件×月額36,190円　　）　×　4ヶ月
※うち17,552,000円に交付金を充当
※交付金以外の財源は一般財源
④市と給水契約する家庭及び企業
15,776件（公共施設は対象外）

R8.10 R9.2
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